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調査のあらまし

○調査の目的

本調査は、中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な中小企業

労働対策の樹立並びに時宜を得た中央会労働支援方針の策定に資すること

を目的とする。

○調査の方法

全国統一調査票による郵送調査

○調査時点

平成２７年７月１日

○調査対象

①

②

③

調査対象事業所数

有効回答数

回答率

８００事業所（製造業４４１，非製造業３５９）

４９８事業所（製造業２６３，非製造業２３５）

６２．３％

○主な調査項目

①経営状況

②経営上のあい路

③経営上の強み

④労働時間

⑤年次有給休暇

⑥新規学卒者の採

⑦新規学卒者の採

⑧有期労働契約に

⑨賃金改定状況

新規学卒者の採用と初任給

新規学卒者の採用計画

有期労働契約に関する無期転換ルール

賃金改定状況

２



◎調査概要

１回答事業所数及び常用労働者数

（１）回答事業所数及び常用労働者数

調査対象８００事業所のうち、４９８事業所（回答率６２．３％）から回答が寄せられた。業種

別の回答事業所の割合は、製造業が２６３事業所（同５９．６％）、非製造業が２３５事業所（同

６５．５％）となっている。

従業員数規模別で回答事業所の比率をみると、製造業２６３事業所のうち「１０人未満」規模の

事業所が２０．９％、「１０～２９人」規模が３８．０％、「３０～９９人」規模が３２．７％、

「１００～３００人」規模が８．４％となっている。

一方、非製造業２３５事業所では、「１０人未満」規模の事業所が２６．８％、「１０～２９

人」規模が３７．９％、「３０～９９人」規模が２９．４％、「１００～３００人」規模が５．

９％となっており、製造業・非製造業ともに従業員規模「１０～２９人」が最も多い結果となっ

た。（図－１）

図－１従業員規模別回答割合
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回答事業所における総従業員数は、１７，７４５人（１事業所あたり平均３６人）で、その内訳

は、男性が１２，４０３人、女性が５，３４２人となっている。なお、男女比率は、男性６９．

９％（全国平均７０．４％）、女性３０．１％（全国平均２９．６％）と全国の比率とほぼ同じ値

となっている。

業種別に男女の占める割合をみると、男性従業員の割合が最も多い業種は「運輸業」の９２．

４％、次いで、「建設業」の８８．９％、「金属・同製品」の８５．３％となっている。一方、女

性従業員数の割合が多い業種は「繊維工業」の８２．２％が飛び抜けており、次いで、「食料品」
の５０．９％、「サービス業」の４４．６％となっている。（表－１）

（２）従業員の雇用形態別構成

従業員の雇用形態別構成をみると、「正社員」が８２．０％、「パートタイマー」が９．５％、

派遣社員が０．８％、「嘱託・契約社員」が６．７％、「その他」が１．１％となっており、全国

平均７４．２％と比較し正社員の比率が高くなっている。

業種別に構成比をみると、パートタイマーの雇用力i比較的高かった業種は「サービス業」の３０．

１％、「食料品」の２４．４％であり、それぞれ２割を超えている。また、「嘱託・契約社員」の

雇用が比較的高かった業種は「運輸業」の１３．５％、「窯業・土石」の１１．０％と１割を超え

ている。（図－２）

図－２業種別雇用形態の構成
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秋田県における従業員の雇用別形態構成をみると、男性は「正社員」が８８．８％と全国平均の

８４．３％を上回っており、約９割と極めて高い割合となっている。また「嘱託・契約社員」が

７．２％と全国平均の５．９％を１．３％超えている。一方、女性は「正社員」が６６．５％と全

国平均の５２．０％を大きく上回っている一方で、「パートタイマー」は２５．６％と全国平均の
３７．４％を１１．８％下回っている。全国平均と比較して、男女ともに「正社員」の比率が高

く、「パートタイマー」の比率は低い割合を示している。（図－３）

図－３雇用形態の構成
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２労働組合の有無

回答事業所のうち労働組合を組織している事業所は１１．８％となり、全国平均の６．６％より

５．２％上回っている。業種別にみると、製造業が１４．１％、非製造業が９．４％であり、製造

業が非製造業よりも４．７％高くなっている。

また、従業員規模別にみると、規模が大きくなるに従い労働組合の組織率が高くなっている。

（図－４）

図－４労働組合の有無
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